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【抄 録】 

本稿は，2019 年度のスポーツ庁が推進する「オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業」

における早大オリ・パラセンターの担当するオリ・パラ教育推進地域（15 地域）のオリ・パラ教育実践の実

態を明らかにすることを目的とした． 

2019 年度は，小学校 218 校（小中一貫校含む），中学校 74 校（中高一貫校含む），高等学校 45 校，

特別支援学校 22 校の計 359 校でオリ・パラ教育の実践が行われた．これらの推進校で行われた実践を

「派遣講師」，「実践テーマ」，「実践形式」の 3 つの観点から分析し，以下の実態が明らかになった．ま

ず，「派遣講師」の観点からは，「夏季オリンピアン」，「冬季パラリンピアン」の割合が増加した一方で，

「冬季オリンピアン」，「夏季パラリンピアン」の割合が減少したことが明らかになった．さらに，校種別に派

遣オリンピアン・パラリンピアンを整理すると，小学校と高等学校では「オリンピアン」の招聘の割合が，中

学校では「パラリンピアン」の招聘の割合が，そして特別支援学校では「招聘なし」の割合が多いことが明

らかになった．また，「支える人」の招聘も行われたことも明らかになった．次に，「実践テーマ」の観点から

は，全ての校種において「通じた学び」に関連した実践の割合が多いこと，「通じた学び」の中ではテーマ

ⅡとテーマⅣの割合が比較的少ないこと，そして「ついての学び」の割合が増加していることが明らかにな

った．最後に，「実践形式」の観点からは，小学校では「総合」の割合が多く，中学校，高等学校，特別

支援学校では「体育・保健体育」と「特別活動」の割合が多いことが明らかになった．さらに，「実践テー

マ」と「実践形式」の結果を元に，全ての校種で様々な教育活動で関連付けたオリ・パラ教育実践が実

現していること，及び東京大会の開催が近づく中で「体育・保健体育」で「ついての学び」が増加している

ことを推察した． 
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